
1 

 

尼崎市屋外広告物条例の手引・追補版 

 

令和６年４月１日に尼崎市屋外広告物条例及び尼崎市屋外広告物条例施行規則が改正さ

れました。これにより、現在、公開している「尼崎市屋外広告物条例の手引」の内容も一

部変更となりますので、この追補版を作成しました。 

尼崎市屋外広告物条例の手引を確認する際は、この追補版の内容も必ずご確認くださ

い。 

 

変更がある箇所は、下記のように示しています。 

（例） 

Ｐ〇．５ 個別基準 「①●●を利用するもの」のについて 

（旧）○○○○ 

   ↓ 

（新）△△△△ 

 

 

追補１ 

（Ｐ４） ５ 個別基準 「①屋上を利用するもの」について 

 

（旧）支柱や骨組みをルーバーなどにより遮へいすること。 

   ↓ 

（新）支柱及び骨組みが露出しないようルーバー等により遮へいすること。ただし、次のア

又はイのいずれかに該当する広告物等については、この限りでない。 

   ア その表示面が１つであり、かつ、その高さが４メートル以下である広告物等 

   イ その支柱が１本のみである広告物等 
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追補２ 

（Ｐ４） ５ 個別基準 「②壁面を利用するもの」について 

 
（旧）意匠が同一のものは、１壁面に１枚（基） 

   ↓ 

（新）意匠が同一のものにあっては、１壁面に１枚（基）。ただし、意匠が同一のものが次

のアからエまでのいずれかに該当する場合については、この限りでない。 

   ア その相互間の距離が１０メートル以上あるものである場合 

   イ 店舗の名称等を表示するためのもので、その表示面積が２平方メートル以下で

あり、かつ、建築物等の出入口付近に１枚（基）表示し、又は設置されるものであ

る場合 

   ウ 帯状広告物等（テント庇、窓面等に水平に一定の間隔で帯状に表示し、又は設置

されるもので、その帯状の部分の幅が３０センチメートル以下のものをいう。以下

同じ。）である場合（当該帯状広告物等が１種類である場合に限る。） 

   エ 管理用広告物である場合 

 

 

追補３ 

（Ｐ５） ５ 個別基準 「⑥自己の敷地に固定して設置するもの」について 

 

（旧）２基以下（緩和措置（注）あり） 

   ↓ 

（新）２基以下。ただし、次のア又はイに該当する広告物等で、その表示面積の合計が、その設
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置に係る敷地の道路境界線（当該広告物等に最も近いものに限る。）（当該道路境界線が２

以上ある場合にあっては、その長さが最も短いもの）の長さに２メートルを乗じて得た面積

の５分の１を超えない場合にあっては、当該広告物等はその基数に算入しない（その他この

表の欄外の緩和措置（注）あり）。 

   ア その表示面積が２平方メートル以下で、かつ、その高さが２メートル以下のもの 

   イ 管理用広告物 

 

【参考１】 

※道路境界線の長さが１４メートルである店舗の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２メートル 

 

 

敷地境界線 敷地境界線 

 

スーパー〇〇 

高さが２メートルを超えるものについては、１方

向の合計が４０平方メートル以下、１つの広告物

につき２０平方メートル以下とし、２基以下とす

ること（現行どおり）。 

 
駐輪場 

点線の範囲（道路境界線の長さ×２メートル）に屋外広告物を設置する

場合は、面積が２平方メートル以下であれば、基数に参入しない。ただ

し、その基数に参入しない屋外広告物の合計面積は、点線の範囲の面積の

５分の１以内としなければならない（壁面利用の屋外広告物の基準を準

用）。 

 この例では、基数に参入しない屋外広告物の合計面積は、５．６平方メ

ートル以下でなければならない。 

※１４メートル×２メートル÷５＝５．６平方メートル 

１４メートル 
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【参考２】 

⑴ 道路境界線が複数存在する場合 

  小規模自家用建植広告物（表示面積が２平方メートル以下で、その高さが２メートル以下の

ものをいう。以下同じ。）又は管理用建植広告物が存する敷地に道路境界線が複数ある場合は、

これらの広告物の表示面積の合計が、「これらの広告物に最も近い道路境界線の長さ×２メー

トル÷５により算出される面積」を下回っていることを基数に算入しないことの条件とする。 

 

※上から見た図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 最も近い道路境界線が複数存在する場合 

  上記⑴のとおり運用する場合において、小規模自家用広告物又は管理用建植広告物が２以

上の道路境界線から等しい距離に設置されている場合、これらの広告物の表示面積の合計が、

「当該２以上の道路境界線のうち、その長さが最も短いものの長さ×２メートル÷５により

算出される面積」を下回っていることを基数に算入しないことの条件とする。 

 

※上から見た図 
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追補４ 

（Ｐ１０） １２ 審査手数料・許可期間について 

（旧）２年以内 

   ↓ 

（新）３年以内 

 

 

追補５ 

（Ｐ１１） １３ 特定の広告物等における広告物等管理者の資格について 

①タイトルの修正 

 

（旧）１３特定の広告物等における広告物等管理者の資格 

   ↓ 

（新）１３特定の広告物等における広告物等管理者・点検者の資格 

 

②リード文の修正 

 

（旧）次の広告物等を表示し、又は設置するときは、広告物等に関する資格を有する者をそ

の管理者としなければなりません。 

   ↓ 
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（新）次の広告物等を表示し、又は設置するときは、その管理者と点検者（設置から８年以

上が経過した広告物等を表示し、又は設置している場合に限る。）は広告物等に関する

資格を有する者としなければなりません。 

 

③資格一覧表の修正 

 

（旧）広告物等に関する資格とは、次のとおりです。 

（１～７ 略） 

   ８ 第１種、第２種又は第３種のいずれかの電気主任技術者免状の交付を受けてい

る者（電気事業法第 44条第２項）    

   ↓ 

（新）広告物等に関する資格とは、次のとおりです。９は点検者のみが該当します。 

（１～７ 略） 

   ８ 第１種、第２種又は第３種のいずれかの電気主任技術者免状の交付を受けてい

る者（電気事業法第 44条第２項） 

   ９ 屋外広告物点検技能講習修了者【点検者のみ】 

 

 


